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ヒトの遺伝子数は、生体機能の複
雑さからすると非常に少ないと考
えられ、更なる研究が必要である
と考えられている。
　また、ドラフト配列時に数十万
ヵ所あったゲノム配列上のギャッ
プなど配列の不確かな領域は、今
回の報告で 341ヵ所と少なくなっ
たが、これらの領域やプロジェク
トでは解読の対象とされていなか
ったヘテロクロマチン領域①など
のゲノム解読もゲノムネットワー
クの全貌を知る上で重要である。
これらの領域については現在の技
術で対応することは難しく、更な
る研究と新たな技術が必要とされ
ている。
　精度の高いヒトゲノム解読が完
了したことにより、生物学研究の
基盤となる情報が整備されたこと
になり、従って、今後、遺伝のメ
カニズムや、遺伝と健康および疾
病の関連についての詳細な研究が
可能になると考えられ、生命科学
の更なる発展が期待される。
（真正クロマチン領域という）」の
99％以上に相当する約28億５千万
塩基であり、解読データの精度
は、プロジェクトでの当初目標の
99.99％を１桁上回る 99.999％（誤
り率が 100,000 塩基に１塩基）で
あることが報告された。また、解
読したゲノム配列の連続性（間に
ギャップや不確かな領域を含まな
い）が向上し、約３千 850万塩基
の連続した配列が平均して得られ
たことが示された。遺伝子の働き
を制御するゲノム領域は、遺伝子
の周辺に位置すると推測されてい
るので、配列の連続性が向上した
ことにより、これらの領域のゲノ
ムを研究することが容易になると
期待されている。
　さらに、今回、ヒトゲノム中の
遺伝子の数において従来の予想と
違う結果が得られた。ヒトの遺伝
子は、10年前までは 10万個と予
想され、３年前のドラフト配列の
発表時には３万～３万５千個と予
想されていた。しかし、今回、こ
れまでの予想をさらに下回る２万
～２万５千個であると発表され
た。ちなみにハエの遺伝子の数は
１万２千個であり、ヒトはその約
２倍程度である。今回発表された
膀 国際ヒトゲノムシーク
エンシングコンソーシア
ムは全ヒトゲノム解読
の最終報告についての
論文を発表した
　国際ヒトゲノムシークエンシン
グコンソーシアムは、既に 2003
年４月に全ヒトゲノム解読（ヒ
トゲノムプロジェクト）終了を宣
言しているが、10月 21 日付けの
Nature 誌にヒトゲノム解読の最
終報告についての論文を発表した
（Nature，vol.431，931‐945，2004）。
　2001年にヒトゲノムのドラフト
配列は論文発表されている。なぜ
今になって最終報告が必要なのか
については、同じ号のNature 誌
にEnd of the beginningという題で
解説記事が示されている（Nature，
vol.431，915‐916，2004）。即ち、ド
ラフト配列は「完全解読」には程
遠かったため追加の修正や訂正作
業が必要であり、今回それらが終
了したということである。
　今回の論文によると、ヒトゲ
ノムプロジェクトにおいてゲノム
解読を完了した塩基は、解読の対
象である「遺伝子が存在する領域
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膂  NIHワークショップの
「光学イメージング2004
　 （Optical Imaging 2004）」
　 でNIHから光診断技術
に関する米国国家プロ
ジェクトが提案された
　1999年に第１回NIH Workshop： 
In vivo Optical Imaging from Bench 
to Bedsideが開催された。第 4回
目の今年はテーマ名に「診断
（Diagnostic）」が加わり、Optical 
Diagnostic Imaging from Bench to 
Bedside となった（2004年９月 20
～ 22 日開催）。今後NIHではこ
の言葉を使うようである。
　このWorkshop は、ヒトゲノ
ム後における次の国家プロジェク
トの１つとして、光学技術とゲノ
ム科学が結びついた新分野である
「医用光学」の進展を図るとともに、
新しい産業の発展の可能性を探る
ために始まった。今回は１つの結
論を出すためこれまでより大規模
であった。
　NIH は 2002 年 に NIBIB 
（National Institute of Biomedical 
Imaging and Bioengineering） を
設立し、分子イメージングを中心
とした国家プロジェクトを、既に
スタートさせている。
　今回のワークショップでは、光
学診断技術の臨床応用への展開が
明確な目標となり、最終的にNIH
から国家プロジェクトの提案が行
われた。ワークショップで討論され
た事項の内、特記すべき事項および
米国内動向は以下の通りである。
①  NIH が光学イメージング全
体の目標（旗印）として掲げ
ているのは、超早期がんの検
出（Ultra Early Detection of 
Cancer）である。特に、乳がん、
食道がん、大腸がん、皮膚が
んを対象としている。
② 乳ガン診断（Optical Mammography）
は、光学イメージングの最大のタ
ーゲットである。
　 　これは、NIHの新たな研究所
としての婦人病研究所（Institute 
of Women’s Diseases）の設立
と連動している。
③ 全ての分光パラメーター、吸収、
散乱、偏光、蛍光を使った生体
診断手法の開発を推進する。
④ 製薬会社やベンチャー企業の
参入により、光分子プローブ
（Optical Molecular Probe）の開
発を推進する。
⑤ 多機能分光内視鏡の開発が開始
される。
⑥ 眼科用OCT（Optical Coherence 
Tomography）、OCT 内 視 鏡、
光マンモグラフィー、食道がん
蛍光観察システム等の販売が開
始される。
⑦  GE社、Phillips 社、Siemens 社
が、それぞれ子会社を介して、
光による分子イメージング装
置と光マンモグラフィー装置
の販売を開始する。
⑧ 米国内及び米国とEUの光学診
断技術関連のNetwork が構築
される。
　米国では、製薬企業や化学系企
業及び農獣医薬企業が、エレクト
ロニクスやメカトロニクス分野の
光学技術と結びついて新しい産業
が作られつつあると考えられる。
参　考
01） http://spie.org/conferences/
programs/04/nih/
（電気通信大学 教授
山田 幸生氏より）
膀 環境、エネルギー分野
で進む微生物利用研究
　環境分野における微生物利用に
関しては、バイオレメディエーシ
ョン（Bioremediation）①の研究が
よく知られている。とりわけ、米
国ではスーパーファンド法②を受
けて活発に研究が進められてお
り、既に実際の適用事例もある。
我が国においても大学や国立環境
研、企業などで研究が進められて
いる。
　日本大学と㈱海洋バイオテクノ
ロジー研究所は、NEDOの委託に
より日本沿岸を含む全世界の海域
で調査を行い、原油中で成育可能
な微生物が、ほとんどの海域で普
通に存在していることを見出した。
そして生海水に無機塩類と原油由
来の芳香族画分を添加し、さらに、
ロドコッカス属細菌から分離、抽
出した細胞外多糖を加えて海水土
着の微生物による原油の分解性を
検討したところ、細胞外多糖を添
加した条件では残存重量が約半分
に減少したが、無添加の場合はほ
とんど減少しなかった。このこと
から同菌の細胞外多糖が原油の分
解に有効であると考えられる。
　原油から硫黄酸化物を除去する
研究に関しては、早稲田大学大学
院の研究グループが、従来、困難
とされた分子量 300以上の有機硫
黄化合物を分解・除去する微生物
を発見し、単独分離に成功した。
この微生物を用い、硫黄濃度約
10,000ppmの未脱硫軽油から硫黄
分除去を試みたところ硫黄分は約
40％減少した。
　一方、環境計測では土壌診断用
環境分野
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膀 安全性確保と医薬応用
の間で論争されるナノ
材料
　多くの化学物質は豊かで快適
な生活を送る上で必要不可欠な
ものとなっているが、その一方
で、深刻な環境汚染や健康被害を
もたらす危険性も有している。化
学物質が製造および製品化される
際には安全管理が必須であり、生
産者が化学物資の安全性に関す
る情報を提供することが義務付
けられている。特に近年、ナノ
テクノロジーを活かした材料開発
の分野においては、研究開発の段
階から、労働安全衛生および環境
保護などへの配慮が強く求められ
る傾向にあり、製品化された化学
薬品と同じように安全管理を行な
う必要性が論じられるようになっ
てきた。このほど、ナノ材料を生
産するうえで労働安全衛生をいか
に維持していくかに関する初め
ての国際会議が英国で開かれた
（First International Symposium on 
Occupational Health Implications of 
Nanomaterials：10月 12～ 14日）。
　例えば、フラーレン（C60）は、
炭素系のナノテク材料のひとつ
として種々の応用が期待されてお
り、まだ研究開発途上にある物資
であるが、すでに自然環境や人
間の健康へ悪影響があるのではな
いかという論争も巻き起こってい
る。フラーレンの応用を研究する
代表的な大学のひとつである米国
ライス大学には、生物環境ナノテ
クノロジーセンター（CBEN）も
設置されており、このほど同セ
ンターから、フラーレンの人体へ
影響データが発表された（Nano 
Letters，vol.4，No.10，p.1881（2004））。
純粋なフラーレンは水に不溶であ
るが、この論文によれば、水中で
コロイド（フラーレンが凝集して
ナノ微粒子になっている状態）を
形成し、20ppb程度の濃度でヒト
の皮膚細胞や肝臓腫瘍細胞に対し
影響を及ぼす。しかし、フラーレ
ンの表面を水酸基（－OH）で修
飾することにより、水に溶けるよ
うになるとともに、人体への影響
力としては 10万分の１未満に低
減する。また、この論文では、こ
のような影響の発現メカニズムを
研究することにより、殺虫剤や抗
癌剤を作ることができるとも述べ
られている。類似の水酸基修飾フ
ラーレンについては、大阪大学大
学院とビタミンC60バイオリサー
チ株式会社の共同研究チームも、
人体に有害な活性酸素の消去能力
があることを示し、特許出願した
ことをほぼ同時期に発表した。
　化学薬品や医薬品としての製品
化と安全管理において、科学者自
身が安全性データ等を準備し、安
全基準の指針作りに積極的に参加
する態度が求められている。
ナノテク・材料分野
バイオセンサーが、東京工科大学
と産業技術総合研究所および㈱サ
カタのタネの産学官連携によって
実用化されている。さらにエネル
ギー生産では、微生物を用いた水
素製造に関する研究が大学を中心
に進められ、光合成微生物利用プ
ロセスによる水素製造の全過程に
おけるCO2 排出量は、現行の水蒸
気改質法と比較し約半分となるこ
とがわかっている。
　今後、微生物を用いた研究は実
用化に向け、処理時間の短縮や分
解・除去能の一層の向上などが目
指されることになろう。また最も
研究が進んでいるバイオレメディ
エーションについては、実地（屋
外）での利用に向け、微生物の基
用語説明
①バイオレメディエーション
　微生物を利用した環境浄化。微生物の供給方法により２つの流れがある。
１つは、汚染現場に元来生息している土着の分解微生物を増殖させるバイ
オスティミュレーション（Biostimulation）であり、もう１つは、培養タン
ク等で分解微生物を培養して汚染現場へ供給するバイオオグメンテーション
（Bioaugmentation）である。現在は、前者が主流で、分解微生物を効率よく増
殖させるため、汚染現場に窒素・リンといった栄養塩やメタンなどの炭素源を
添加する方法が取られている。
②スーパーファンド法
　環境汚染の調査や浄化は米国環境保護庁が行い、汚染責任者が特定されるま
での浄化費用を石油税などで創設した信託基金から支出するとした法律。
礎的理解や安全性に関する研究に
ついて更なる知見が求められる。
　微生物利用は物理化学的な方
法と比較して、エネルギー消費と
環境への負荷が少ないなどの点か
ら、環境やエネルギー分野におい
て今後さらに研究が進むと期待さ
れる。
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エネルギー分野
膀 豪州、米国における地
熱発電技術開発の動向
　豪州、米国で地熱発電技術開発
が進んでいる。地熱エネルギーは、
①再生可能、②二酸化炭素をほと
んど排出しないクリーン性、③純
国産、④他の自然エネルギーと比
較してエネルギー密度が高いなど
の優れた特徴を有し、既に商業発
電が行われ、開発の促進が期待さ
れているエネルギーである。
　豪州では、従来の天然熱水・蒸
気を用いる地熱発電ではなく、高
温で乾燥した岩体からエネルギー
を取り出す新しい地熱発電技術を
商業化するプロジェクトがシドニ
ー南方で進行している。ジオダイ
ナミクス社は、今年、このプロジ
ェクト第２坑井の「ハバネロ２」
の掘削を開始した。第１坑井の「ハ
バネロ１」は、4,270m以上の深さ
で高温岩体に達した。この岩体に
高圧水を注入、坑底部付近岩体を
破砕して人工の割れ目をつくり、
ここで加熱された蒸気や熱水を他
方の第２坑井から地上に回収し、
発電に利用、再び地中に注入する。
同社は、破砕した岩体を通る水の
流れをモデル化し、スーパーコン
ピュータを用いたシミュレーショ
ンで、利用可能な熱量を予測して
いる。豪州連邦政府は、再生可能
エネルギープロジェクト９件のう
ちの１件として、2000年からの約
５年間で総額 6,000 万米ドルを投
資する予定で、この先進地熱発電
システムを推進している。
　米国では、本年、地熱エネル
ギーの普及促進に関するプログ
ラムを発表し、以下の３つの目標
を設定して地熱資源開発支援や技
術開発支援を実施している。年間
4,000 万ドルを投資していく予定。
①  2010年までに米国700万世帯に
必要な電力を地熱発電で賄う。
②  2006 年までに地熱発電施設を
持つ州を現在（カリフォルニア
州、ネバダ州、ユタ州、ハワイ州）
の２倍の８州にする。
③  2007 年までに地熱発電コスト
を３～５セント /kWh（注１）に
低減する。
　例えば、ネバダ州のORMAT
ネバダ社は、この動きを受けて、
ネバダ州内に出力 20MWの先進
地熱発電所を３つ建設する。同社
は、昨年から今年にかけて、既設
の「スチームボート・ジオサーマ
ル・コンビナート」や同州に残存
する唯一の地熱発電所も買収し、
地熱発電事業を活発に展開してい
る。また、米国国立研究所とそ
の連携企業は、地熱発電所の地下
から出てくる蒸気や熱水に含まれ
る有害な湯あかを防ぐポリフェニ
レン硫化コーティング技術を開発
し、熱交換器やその他機器のメン
テナンス費用数万ドルを節約でき
るようになった。2002 年の R&D
雑誌トップ 100技術にも選ばれて
いる。
　日本では、地熱資源調査や技術
開発助成が 1997 年から開始され
るとともに、2001 年には地熱エ
ネルギーを再生可能エネルギーの
ひとつとして政策的に位置づけた
が、国の予算は水素、風力関連予
算が増加したため、2002 年度約
60億円から 2003年度約 34億円と
急減している。2010年の導入目標
も１次エネルギーの約 0.2％と現
状とほぼ変わらない。世界有数の
火山国で地熱資源の豊富な日本と
しても、豪州、米国の先進地熱発
電システムプロジェクトの動向を
注目していく必要がある。
（注１）１ドル 110円とすると、
3.3 ～ 5.5 円 /kWh。平成 11年 12
月総合エネルギー調査会第 70回
原子力部会のモデル試算では、
原 子 力 5.9 円 /kWh、LNG 火
力 6.4 円 /kWh、石炭火力 6.5 円
/kWh、石油火力 10.2 円 /kWh、
水力 13.6 円 /kWh。
先進地熱発電システム
http://www.eere.energy.gov/geothermal/index.html?print#
より
科学技術動向　2004 年 11 月号
8
科学技術トピックス
9Science & Technology Trends   November  2004
製造技術分野
膀 エタノール吸着分離用
新材料が提案された
　化学合成プロセスや微生物プロ
セスにより化学品を製造する際、
目的とする生成物を副生物や反応
に使用した溶媒などから効率的に
分離回収することは、製造コスト
低減のために極めて重要である。
目的物の分離回収には、通常、沸
点の差、凝固点の差、溶解度の差
などを利用する方法が採用される
が、これらの物性値にあまり差が
ない場合は、吸着材に対する吸着
力の差を利用する吸着分離が利用
される場合がある。吸着分離は、
吸着材に対する親和力の差あるい
は吸着材細孔の形状選択性（細孔
に入れるか入れないか）などを利
用して分離するもので、窒素／酸
素、直鎖炭化水素／分岐炭化水素、
パラキシレン／キシレン類などの
分離に利用されており、吸着材と
しては結晶性アルミノシリケート
（ゼオライト）が広く用いられて
いる。
　再生可能なバイオマスの一種と
して近年注目されているエタノー
ルは、通常、水との混合液として
生産されるが、エタノールと水の
混合液から通常の蒸留によりエタ
ノールを分離しようとしても、エ
タノール純度は 96.0wt％以上に
はできない。エタノールは、溶剤
や化学品の合成原料などの工業用
途に多量に使用されているが、そ
の純度は 99.5wt％以上であり、ま
た、ガソリンへ添加するエタノー
ルも無水であることが要求されて
いる。そのような純度の高いエタ
ノールを得ようとすれば、特殊な
工夫が必要となり、コストが高く
なることが避けられない。そのた
め、効率的なエタノール分離法の
開発が望まれている。
　東京大学大学院工学研究科の水
野哲孝教授のグループは、最近、
アニオン性の無機金属クラスター
であるポリオキソメタレートと各
種カチオンの複合体が特異な吸着
性能を示すことを見出しているが、
９月27日～ 30日に開催された触
媒討論会において、同グループの
内田さやか助手から、ポリオキソ
メタレート複合体の一種がエタノ
ール‐水混合物から水を選択的に
吸着するとの発表がなされた。
　アルカリ金属イオン‐マクロカ
チオン［Cr3O（OOCH）6（H2O）3］+
‐ポリオキシメタレー ト［α‐XW12O40］n
を用いて各種結晶性複合体を
合成し、アルコールおよび水
単独の吸着能を調べたところ、
Cs5［Cr3O（OOCH3）6（H2O）3］
［α‐CoW12O40］・7.5H2Oが水は吸
着するのに対しアルコールを全く
吸着しないことがわかった。そこ
で、エタノール‐水混合液につ
いて室温で吸着実験したところ、
予想通り水のみが吸着され、エ
タノールは 99.9wt％以上に濃縮
された。この結果は、代表的な
水吸着材である A型ゼオライト
より性能が高い。また、本吸着材
は室温で真空排気することにより
容易に再生され、再使用可能との
ことである。
本研究は未だ基礎的段階にある
が、新しい可能性を有する吸着材
として今後の進展に期待したい。
フロンティア分野
膀 成層圏観測や微小重力実
験を目指す北海道NPO
のハイブリッドロケット
　特定非営利活動法人（NPO）北
海道宇宙科学技術創成センター
（HASTIC）は回収型ハイブリッ
ドロケットの打上げサービスを開
始した。ハイブリッドロケットと
は、固体燃料（プラスチック）と
液体酸素を混合して燃焼させる方
式のロケットである。10月６日か
ら 10日まで横浜で開催された航
空宇宙展（JA2004）において実機
が展示され、次々に見学者が来て
関心の高さを窺わせた。
　HASTICはもともと北海道大学
の教官らが設立した任意団体から
出発した。北海道に拠点を置き、
「宇宙開発の成果を地上へ」、「地
域の技術とアイディアを宇宙へ」
を標榜し、いわゆる「草の根レベ
ル」の宇宙開発を通じて社会貢献
を目指す集団として 2003 年１月
にNPO法人となった。
　HASTICが開発したCAMUI型
ロケットの主な構成部品は、燃焼
室、液体酸素タンク、燃料供給系、
パラシュート開傘装置、ノーズフ
ェアリング、円筒状の機体等であ
り、燃料のプラスチックにはアク
リルを用いる。ロケットの製作に
は旋盤加工品や市販部品を組み合
わせるので、町工場１つでも生産
できるという。
　ロケットの打上げは北海道大樹
町の多目的航空公園で行われ、パ
ラシュートで落下速度を緩和して
回収する。既に試験打上げに３回
成功している。再使用可能な打上
げ回数はまだわからないが、20回
科学技術動向　2004 年 11 月号
10
る意義が薄くなってきている。微
小重力実験クラスのロケットを
弾道飛行させると水平で 200km
以上の距離まで飛行しうるので、
MTCRの規制対象外ではあるも
のの、このロケットがテロなどで
悪用されることがないよう、製品
や部品だけでなく技術情報につい
ても適切に管理する必要がある。
遠い将来の展望として、重力が地
球の６分の１しかない月面であれ
ばハイブリッドロケットで宇宙機
を安全に打ち上げることができる
という研究も過去に行われたこと
がある。ハイブリッドロケットに
よる打上げが事業化される段階に
至ったことで、今後の一層の発展
が期待される。
HASTICのホームページ：
http://www.hastic.jp/index.htm
打上げサービスの事業化を支援し
ている。落下塔施設での自由落下
や航空機による放物線飛行など他
の微小重力実験手段に比べて、は
るかに長い連続微小重力時間を得
られる実験手段として活用される
ことが期待される。
　このロケットで第一宇宙速度
（秒速7.9km）を得ることは原理的
に不可能であり、地球を周回する
人工衛星を打ち上げることはでき
ない。永田助教授は、余剰ミサイ
ルを転用したロシアの小型ロケッ
トにはコスト的に勝てないので、
衛星打上げクラスの性能までは目
指さないとコメントしている。
　なお、ミサイル関連技術輸出規
制（MTCR）では、500kg 以上の
ペイロードを 300km以上運搬で
きるミサイルを規制対象にしてい
るが、最近では核兵器よりも生物・
化学兵器の搭載が危惧されるよう
になり、ペイロード重量を規定す
程度を目安にしたいとのことであ
る。ただし、燃焼室とノズルは使
い切りである。打上げサービスを
利用するには、機体製作費（当初
210 万円と発表）の他に打上げ作
業費として１回約 100万円が必要
である。
　CAMUI型ロケットは、到達高
度が 1,000mで、用途としては学
生が製作するCANSAT（空き缶
を使用した超小型衛星モデル）の
打上げコンテスト用などを想定し
ている。HASTICでは本格的な設
計に基づくロケットが法規制をほ
とんど受けずに打ち上げられるこ
とを実証することが目的だとして
いる。
　国立大学法人北海道大学大学院
工学研究科の永田晴紀助教授によ
れば、今回打上げサービスを開始
すると発表されたロケットは、安
全上の理由から到達高度を1,000m
に制限しているが、今後は成層
圏観測（高度 60km、観測機器
４kg程度）や微小重力実験（高
度 110km、実験機器 10kg、微小
重力時間３分程度）などへの発展
を目指しているとのことである。
経済産業省も平成 16年度地域新
生コンソーシアム研究開発事業の
テーマの１つとして、成層圏観測
などハイブリッドロケットによる
CAMUI 型ハイブリッドロケットの実機モデル（全長 1.6m）
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